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本稿では、空知管内を流れる雨煙別川において、河川環境整備事業の実施に向けて行ったかわまちづくり計画の
作成とCVM（仮想評価法）による経済性評価の内容について報告する。
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概 要

１．はじめに
水辺や河畔林などの良好な河川環境は、地域住民の
暮らしのさらなる充実や、観光利用による地域活性化
に資する要素を持っているが、十分に活用できていな
い場合が多くある。このようなケースに対応するため、
良好な河川環境を保全・復元および創出するために行
われる河川環境整備事業がある。
本稿では、空知管内を流れる雨煙別川において、河
川利用の促進を目的とした河川環境整備事業の実施に
向け、かわまちづくり計画の作成、およびCVM（仮想
評価法）による経済性評価を実施した事例について報
告する。

２．河川環境整備事業とは
河川環境整備事業とは、良好な河川環境を保全・復
元および創出することを目的に行われる事業であり、
事業の内容には以下の４つがある。
①水質の改善等を図る「水質浄化」
②魚類の遡上・降下環境を改善する「魚道整備」
③河川環境の保全・復元を行う「自然再生事業」
④親水等の河川利用の促進を図る「安全・安心に係
　　る施設整備」
これらのうち「安全・安心に係る施設整備」では、
国土交通省の「水辺の楽校プロジェクト」または「か
わまちづくり支援制度」に登録されていることが、事
業実施の条件になっている。

ことであり、平成21年度に国土交通省により創設さ
れた。本制度は、地元の市町村や民間事業者が推進主
体となり、河川管理者と共同でかわまちづくり計画を
作成・登録することで、水辺空間の質の向上、地域活
性化などを実現する取り組みである。

３．かわまちづくり計画の作成

かわまちづくり支援制度とは、河川空間とまちづく
りが一体となって良好な空間形成を目指す取り組みの

（１）かわまちづくり支援制度とは

雨煙別川は、空知管内の栗山町に位置する流域面積
78.0㎢、流路延長14.7㎞の河川である。上流の山間部
を縫うように流下し、支川を合流しながら水田地帯を
抜け、下流部で栗山町市街地を縦貫して夕張川へ流入
している。
雨煙別川は栗山町市街地に隣接する貴重な水辺空間
であり、サケ･サクラマスの稚魚の放流、河川清掃など
が継続的に行われており、また環境学習のフィールド
としても利用されている。しかしながら、急な河岸勾
配や草本類の繁茂などにより、水辺が利用しにくい区
間が多く、利便性と安全性の向上が課題となっている。

（２）雨煙別川の概要

図-1　かわまちづくり支援制度の流れ
出典：北海道開発局ウェブサイト

（https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ki/kouhou/splaat0000001z5y.html）
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栗山町では、上述の課題に対応することで河川利用
者を増やし町の活性化を図ることを目的に、親水護岸
や散策路の整備等により地元住民の環境学習の充実、
体験学習型の観光資源として活用するため、かわまち
づくり計画を作成することとなった。
かわまちづくり計画は、推進主体である栗山町と、河
川管理者で共同して作成する必要がある。このため、か
わまちづくり協議会を設置して、作成作業を進めること
とした。かわまちづくり計画作成フローを図-２に示す。

（３）かわまちづくり計画の作成

本計画では、環境学習のフィールド確保、および水
辺利用の利便性・安全性の向上を図るため、河川管理
者が行うハード対策として、親水護岸や散策路の整備
について検討を行った。

（４）施設整備計画

親水護岸の設置個所は、環境学習のフィールドとし
て利用が見込まれること、アクセスが容易であること、
河川敷地に余裕があることなどを条件に２地点を選定
した。各地点の整備の特徴と想定される使用方法を
表-１にまとめた。

①親水護岸の検討

雨煙別川の周辺は、空知総合振興局が設定している
フットパス栗山町ルートが近隣しており、町が主催す
る「歩けあるけ運動」のルートにもなっている。この
ことから、地元住民および観光客の河川利用を促進す
るため、管理用通路を舗装し散策路として利用するこ
ととなった。
散策路の整備区間は、地元住民や観光客の利用が見
込めること、親水護岸の移動経路とすることなどを条
件に、雨煙別川およびその支川沿いに合計5.0㎞の区間
が設定された。

②散策路の検討

写真-1　栗山町市街地を流れる雨煙別川

写真-２　雨煙別川の河道状況

草本類が繁茂し水辺に
近づきにくくなっている

図-２　　かわまちづくり計画作成フロー

表-１　親水護岸設置地点の特徴と使用方法

図-３　親水護岸_２のイメージ
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４．CVMを用いた経済的な妥当性の確認
本事業の経済的な妥当性は、CVM（仮想評価法）に
より検討を行った。CVMとは、アンケート調査により
事業効果に対する回答者の支払っても良いと考える金
額（WTP：支払意思額）を尋ね、これをもとに便益を
計測する方法である。CVMは一般的な市場価格を必要
としないため、便益が計測しにくい事業でも経済的な
妥当性を検討できるというメリットがある。

河川環境整備事業の採択におけるかわまちづくり支援制度とCVM

河川管理者が行う施設整備のほか、栗山町で行う各
種イベントの実施計画や施設の維持管理の計画などを
各種の申請様式に取りまとめ、水管理・保全局長へか
わまちづくり計画の登録申請を行った。
かわまちづくり支援制度へ登録された計画は、国土
交通省のHPで公開される。

（５）かわまちづくり支援制度への申請・登録

雨煙別川における事業効果は10～ 20kmと考えられ
ることから、半径10km以内に宅地のある岩見沢市、栗
山町、由仁町、長沼町の1市3町を対象とした。また郵
送数は、各市町の世帯数に応じて設定した。

CVMを実施する際には、事業の効果がおよぶ範囲を
予測し、それをもとに調査範囲を設定する必要がある。
既存事業における事業効果のおよぶ範囲を表-２に示す。

（１）調査範囲の設定

アンケート調査の実施方法には、郵送によるポスティ
ング方式、訪問等による面接方式、インターネット方
式等があるが、アンケートの対象者の偏り防止、回答
率の確保、調査にかかるコスト等を踏まえてポスティ
ング方式で実施した。またアンケートの対象者を選ぶ
際の標本データベースには、回収率が比較的高いとさ
れる住民基本台帳を使用した。

（２）調査方法と標本数の設定

（３）アンケートの内容

支払形態には、追加税、負担金、利用料などがある。
それぞれの特徴と設問例を表-４に示した。これのうち、
本調査では、バイアスが比較的少なく税金等と比べて
先入観が小さいとされる「負担金」とした。

①支払形態の設定

また、調査結果を分析する際の標本数は、少なくな
るほど信頼性が低下するため、目標標本数は300票程
度とし、最低でも50票を確保することとした。
なおアンケートの配布数は、回収率と有効回答率よ
り以下の式で算出した。本調査では、既存の文献や事
例をもとに、回収率40％、有効回答率62％と設定し
1210票を配布した。
目標標本数（300）／回収率(40%)／有効回答率(62%)
＝アンケート配布数（1210票）

図-４　親水護岸_１と散策路のイメージ

管理用通路を舗装し
散策路として利用する

図-５　雨煙別川かわまちづくり
出典：「かわまちづくり」（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/
machizukuri/map/hokkaido/ponuenbetsu_gawa.html）

表-２　事業効果のおよぶ範囲

出典：参考文献　３）

表-３　標本データベースごとの回収率

出典：参考文献　５）
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５．おわりに
我が国では、安全性を重視するあまり、良好な河川
環境を十分に活用できていない場合が多くある。河川
環境整備事業は、河川環境の活用に非常に有効な手段
であることから、今後さらに多くの河川で実施される
ことを期待したい。

<参考文献>
１）国土交通省水管理・国土保全局河川環境課：
　　かわまちづくり計画策定の手引き 第１版，
　　令和２年３月
２）国土交通省水管理・国土保全局河川環境課：
　　河川に係る環境整備の経済評価の手引き【本編】，
　　平成22年3月（平成28年３月 一部改定）
３）国土交通省水管理・国土保全局河川環境課：
　　河川に係る環境整備の経済評価の手引き【別冊】，
　　平成22年３月（平成28年３月 一部改定）
４）国土交通省：
　　仮想的市場評価法（CVM）適用の指針，
　　平成21年７月
５）河川環境整備に関わるCVMを適用した経済評価検討会：
　　CVMを適用した河川環境整備事業の経済評価の指針（案），
　　平成20年５月

アンケート調査の結果、標本数は全体で361票を得
た。このうち、抵抗回答のあった無効票を排除すると、
有効回答数は222票であった（表-５）。

（４）アンケートの結果

アンケート調査結果を基にWTPを算出すると、338
円/世帯・月となった。これに調査範囲である１市３町
の世帯数を乗じて年間便益額を算出した。
なお、アンケート調査では支払期間を原則として当
該地域に居住する間とした。このことから、上述の年
間便益額がB/Cの評価期間中継続的に発生するものと
して総便益を算出した。
B/Cの算出については割愛させていただくが、本検
討の結果B/Cは1.0以上を示し、本事業が経済的に妥当
であることを確認した。

（５）WTP：支払意思額の算出

表-４　支払形態と特徴

出典：参考文献３）より抜粋して記載した

支払方式については、家計と比較しやすいこと、抵抗
回答を発生させにくいことなどから「月払い」とした。
ただし、支払方式に月払いの値のみを記載すると、年払
いで得られる支払意思額よりも大きな値となりやすいこ
とから、調査結果の偏りを回避するために、アンケート
調査票には１年あたりの金額も併記することとした。

②支払方法

支払意思額の質問は、支払提示額を段階的に変化さ
せた二項選択を３回以上質問する多段階二項選択方式
とした。
各提示額の値が、対数分布上でおよそ等間隔になる
ように配慮することとされている。図-６より、本調査
では、50円、100円、200円、500円、1,000円、2,000円、
5,000円の７段階を設定した。

③支払提示額の設定

図-６　提示額の指針イメージ
出典：参考文献　３）

表-５　アンケート回収数と有効回答数
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